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経営事項審査の再審査申立ての手続きについて 

 
令和８年６月２５日 
奈良県 建設産業課 

 
令和８年７月１日、建設業法施行規則の一部を改正する省令が施行され、経営事項審査の審査

項目及び基準の一部が改正されます。これに伴い、改正前の評価方法に基づく審査の結果の通知
を受けた方のうち、以下の要件を満たす場合、今回改正される新基準での再審査を申立てること
ができます。 

なお、あくまでも改正前の旧基準で受審した経営規模等評価結果を新基準として算出し直すも
のであるため、改正による変更点以外は当初の申請の内容を変更することはできませんのでご注
意ください。 

※改正内容については奈良県 HP に掲出の『「経営規模等評価審査申請の手引き」の改正につい
て』等をご確認ください。 
 

１．対象者 
再審査の申請日時点で改正前の基準での「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」が有
効期限内（審査基準日から 1 年７ヶ月以内）のものをお持ちの建設業者の方。 

※但し、再審査の対象となる以下の項目について申請がある場合に限ります。 
（１）その他の審査項目（社会性）の項番５２「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度

の宣言の有無」について、審査基準日時点で宣言を行っている。 
（２）その他の審査項目（社会性）の項番６２「建設機械の所有及びリース台数」において新

たに評価対象となった機械（アスファルト・フィニッシャ、不整地運搬車）を所有して
いる。 

  
２．受付期間 
令和８年７月１日（水）～令和８年１０月２８日（水）の間の開庁日 
 
３．手数料 
かかりません 
 
４．申請方法 
受付は奈良県庁分庁舎 6 階 奈良県県土マネジメント部建設産業課 経営事項審査窓口にて行い
ます。申請する前日までに来庁または電話によりご予約のうえ来庁ください。郵送による申請は
原則受け付けません。 

 

受付場所：奈良県奈良市登大路町３０番地 奈良県庁分庁舎６階 
予約電話番号：０７４２－２７－５４２９ ＦＡＸ：０７４２－２７－５３１３ 
※大臣許可業者は主たる営業所を管轄する地方整備局へ申請してください。 
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５．再審査及び通知書発行までの所要日数 
おおむね３０営業日をめどに、申請者宛に郵送します（代理人宛に郵送を希望する場合は送付先
並びに申請事業者名を記載した宛名ラベルを添付してください。宛名ラベルは奈良県の HP から
ダウンロードできます）。 
 
６．必要書類 
提出書類（正本各１部、申請者控各１部） 

    ※●：必須 ▲：該当する場合に必要 

書類の名称（様式番号） 区分※ 備考 
経営規模等評価申請書（再審査申立書） 
（様式第二十五号の十四） 

● 
記載要領を参照 

工事種類別完成工事高/工事種類別元請完成工事高 
（様式第二十五号の十四 別紙一） 

● 
再審査の対象となる申請書
の写し（収受印のあるもの） 

技術職員名簿（様式第二十五号の十四 別紙二） 
● 

再審査の対象となる申請書
の写し（収受印のあるもの） 

その他の審査項目（社会性） 
（様式第二十五号の十四 別紙三） 

● 
記載要領を参照 

経営状況分析結果通知書 
● 

再審査の対象となる申請時
の分析（写し可） 

「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」において宣
言していることを証する書面の写し及び誓約書 
（様式第７号） 

▲ 
審査基準日時点で宣言を行
っていること 

建設機械の保有状況一覧表（再審査用） 
 

▲ 
新たに加点対象となった建
設機械を追記 

建設機械の種類に応じた以下の書類 
①アスファルト・フィニッシャ 
・自動車検査証記録事項の写し 
②不整地運搬車 
・建設機械に係る売買契約書の写し又はリース契約書の写

し等の所有を証明する書類 
・建設機械の規格が確認できる書類（カタログ等） 
・特定自主検査記録表の写し 

▲ 

新たに対象となった建設機
械のみ追加可能 

経営規模等評価結果通知書/総合評定値通知書 
● 

再審査の対象となる通知書
の写し 

委任状 ▲  

  

提示書類 
再審査の対象となる経営事項審査の申請書控え一式 ● 収受印のあるもの 
本人確認（窓口に来られる方の運転免許証又は行政書士証票
等） 

● 
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不要な箇所を見え消し 

奈良県 

再審査の場合、項番０５には「４」を記入  
それ以外の欄は前回の申請と同じ内容を記入 

記載要領 
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令和８年７月１日施行の改正に係る事項        制度改正のため 

再審査を求める事項欄に「令和８年７
月１日施行の改正に係る事項」と記入 

再審査を求める理由欄に 
「制度改正のため」と記入 

再審査となる経審の結果通知書番号
（通知書上部の行政庁記入欄の番号  

０１－●●●●●●）を記入 
 

再審査となる経審の結果通知
の年月日を記入 

変更のない部分は再審査となる 
前回の申請書と同じ内容を記入 
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 今回の改正により社会保険加入に関する 
審査項目が削除 

項番５２は今回の改正により新設され
た項目。審査基準日時点で宣言を行っ
ている場合「１」を記入し、宣言書と
誓約書を添付。 

今回新たに加点対象となった建設機械
「不整地運搬車」「アスファルト・フィ
ニッシャ」を追加して記入 
（例）再審査前：４台 

→再審査申請時：５台 

変更のない部分は再審査となる 
前回の申請書と同じ内容を記入 


